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月日 曜日 会議名 

６/９ 金 本会議（議案説明・委員会付託） 

６/12 月 
文教上下水道常任委員会 

民生常任委員会 

６/13 火 
総務建設常任委員会 

委員会予備日 

６/15 木 委員会予備日 

６/16 金 駅前等再開発特別委員会 

６/22 木 議会運営委員会 

６/26 月 本会議（一般質問） 

６/27 火 
本会議（一般質問・議案採決） 

議会運営委員会 

 

い
ま
国
会
は
、
岸
田
政
権
と
自
民
・
公
明
・
維
新
・

国
民
の
「
悪
政
４
党
連
合
」
に
よ
っ
て
「
悪
法
製
造

マ
シ
ー
ン
」
の
よ
う
な
異
常
な
状
態
で
す
。 

と
り
わ
け
「
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
改
定
案
」「
入
管

法
改
悪
案
」
な
ど
は
国
会
審
議
で
法
案
の
根
拠
が

総
崩
れ
に
な
っ
て
も
数
に
任
せ
て
の
採
決
が
相
次

ぐ
事
態
。
ま
た
、
今
年
度
か
ら
５
年
間
の
「
軍
事
費

に
43
兆
円
も
の
巨
額
を
つ
ぎ
込
む
、
大
軍
拡
に
向

け
た
軍
拡
財
源
法
案
」
も
５
月
23
日
衆
院
を
通
過
。

参
院
に
送
ら
れ
て
い
ま
す
。
世
論
調
査
で
も
多
く

の
国
民
は
納
得
し
て
お
ら
ず
、
敵
基
地
攻
撃
能
力

保
有
を
は
じ
め
大
軍
拡
を
推
進
す
る
憲
法
違
反
の

法
案
は
、
断
じ
て
成
立
さ
せ
る
わ
け
に
は
い
き
ま

せ
ん
。
世
論
と
運
動
を
広
げ
「
悪
法
強
行
許
す
な
」

の
声
を
届
け
て
い
き
ま
し
ょ
う
。 

 

さ
て
、
摂
津
市
の
市
議
会
６
月
定
例
会
は
９
日

か
ら
27
日
の
会
期
で
行
わ
れ
ま
す
。
今
回
、
物
価

高
騰
対
策
に
関
わ
っ
て
の
補
正
予
算
案
な
ど
が
提

案
さ
れ
て
い
ま
す
。
日
本
共
産
党
議
員
団
と
し
て

も
、
こ
れ
ま
で
当
初
予
算
の
審
議
の
際
に
も
現
状

の
対
策
で
は
不
十
分
、
交
付
金
や
基
金
を
活
用
し

て
摂
津
市
と
し
て
独
自
の
施
策
を
と
求
め
て
き
ま

し
た
。
こ
の
定
例
会
開
会
前
の
５
月
31
日
に
も
改

め
て
市
長
と
教
育
長
あ
て
に
要
望
書
を
届
け
る
な

ど
し
て
き
ま
し
た
。
引
き
続
き
、
４
人
の
市
会
議
員

団
で
力
合
わ
せ
て
議
案
の
質
議
や
一
般
質
問
な
ど

を
通
し
て
、
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
声

を
届
け
が
ん
ば
り
ま
す
。 

 
 

 第２回定例会の主な日程  

お気軽に議会傍聴にお越しください。いずれも

午前 10 時から開会の予定です。本会議は市議

会ホームページから動画でご覧になれます。 

厳
し
い
物
価
高
騰
、
国
会
で
は
悪
法
成
立
が
相
次
ぐ
！ 

身
近
な
摂
津
市
が
、
こ
ん
な
時
こ
そ
「命
と
く
ら
し
・営
業
守
る
」
た
め
全
力
を
！ 

 

 

「新型コロナウイルス対策と物価移行等対策に 

関する要望書」を提出しました。（5月 31日） 
 

要望書では、コロナの「５類」引き下げ後の保健医療体制の問

題で市民の命と健康を守る対策を講じること、国や大阪府に必

要な対策を求めることと合わせて、物価高騰対策に関わっても

市独自の支援策を検討、実施するように求めています。 

物価高騰などに対する支援給付金の支給について  
 

●住民税非課税世帯等に対する給付金（１世帯３万円） 

「今年の６月１日時点で、世帯全員が住民税均等割り非課税である世帯」には７月初

旬に通知書が送られます。必要事項を記入し返送。７月下旬から順次振り込まれます。 

※ 今年に入ってから収入が減少し、住民税非課税相当にまで落ち込んだ世帯は申請に

より受けられる場合があります。詳しくはお問い合わせください。 
 

●低所得の子育て世帯に対する特別給付金（児童１人あたり５万円） 

以下のいずれかに該当する人 

ひとり親世帯分①今年３月分の児童扶養手当受給者。②児童扶養手当の所得要件を満

たしているが、公的年金の受給により同手当を受けていない人。③所得超過などで児

童扶養手当を受けていないが、物価高騰の影響で家計が急変し、同手当の所得要件を

満たすと認められる人 

その他世帯分④昨年度同様の給付金を受けた人。⑤物価高騰の影響を受けて家計が急

変し住民税均等割りが非課税の人、または住民税非課税相当まで収入が減少した人。 

※ ①④の対象者には５月中に通知文書を送付、振り込みも実施。②③⑤の対象者は申

請が必要です。市役所子育て支援課または、市会議員にお問い合わせください。 

（国の制度として実施分） 


